
第２－（３）－21図 自己啓発の有無と賃金の増加の関係についての回帰分析（職種間移動）
○　職種間移動をした場合、転職の準備として自己啓発を行った者の方が、賃金が増加する確率が高

くなっている。

資料出所　厚生労働省「令和２年転職者実態調査」の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計　
（注）　１）図中の数値は説明変数の係数、直線の横幅は係数の95％信頼区間を示す。赤線（実線）は5％水準で統計

的に有意であり、灰色線（破線）は5％水準で有意でないことを示す。
２）***は有意水準0.1％未満、**は有意水準1％未満、*は有意水準5％未満を示す。
３）図中に示したもののほか、現職の職種等を説明変数として用いている。詳細な回帰分析の結果は厚生労働

省ＨＰを参照。

	 第３節	 介護・福祉分野やＩＴ分野へキャリアチェンジする者の特徴
本章の最後に、今後労働力需要が高まってくる代表的な分野として、介護・福祉分野やＩＴ

分野へのキャリアチェンジをする者についての特徴をみていく。介護・福祉分野及びＩＴ分野
への転職の動向は詳細な職種の変化をとらえることが必要であるため、ここではリクルート
ワークス研究所「全国就業実態パネル調査」を用いて分析を行う。なお、他分野からこれらの
分野に転職する者のサンプルサイズはかなり限定されているため、分析できる内容には制約が
大きいことに留意が必要である。
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●介護・福祉職に他分野から転職する者は女性が多く、就業経験年数は比較的長い者が多い。
前職の産業は「医療・福祉」等が多く、職種では「サービス職」からの転職が多い
まず、介護・福祉分野にキャリアチェンジする者の特徴をみていく。第２－（３）－22図は、
他職種から介護・福祉職9に転職した者について、男女別・就業経験年数別の割合をみたもの
である。他職種から介護・福祉職に転職する者は女性が多く、６割程度を占めている10。また、
就業経験年数は比較的幅広く分布しているが、経験年数30年以上の長い者も多くなっている。

第２－（３）－22図 介護・福祉職に転職する者の特徴（男女別・就業経験年数別）
○　他職種から介護・福祉職に転職する者は女性が多い。就業経験年数は比較的幅広く分布している。

男性

Ｎ＝

女性

Ｎ＝

（１）男女別

年未満

年以上

年未満
年以上

年未満

年以上

無回答

Ｎ＝１

（２）経験年数別

資料出所　リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査」の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自
集計

（注）　１）2017年～2020年の間に、介護・福祉職以外の職種から介護・福祉職に転職した者について集計。（Ｎ=123）
２）母集団が異なる複数年の調査サンプルを組み合わせて集計しているため、ウェイトバック集計は行ってい
ない。

次に、第２－（３）－23図（１）により、介護・福祉職にキャリアチェンジする者の前職の産
業及び職種の状況についてみると、他職種から介護・福祉職に転職した者の前職の産業は「医
療・福祉」が多く、「製造業」「教育・学習支援」の割合も比較的高くなっている。同図（３）
により、前職の産業からの移行しやすさを比較するため、前職の産業別の転職者に占める介
護・福祉職に転職した者の割合をみると、「教育・学習支援」の割合が最も高く、「医療・福
祉」や「運輸業」が続いている。
同図（２）により、他職種から介護・福祉職に転職した者の前職の職種別の割合をみると、

「営業販売職」で低いほかは同程度だが、同図（４）により、前職の職種別の転職者に占める
介護・福祉職に転職した者の割合をみると、「サービス職」で高くなっており、「生産工程・労
務関連」が続いている。
これらによると、介護・福祉職にキャリアチェンジする者は、産業としては「医療・福祉」
のほか、「教育・学習支援」のような対人コミュニケーションが求められる分野で多く、また、
職種としては対人サービス職を含むサービス職から転職する者が多くなっていることがうかが
える。

9　ここでは、「全国就業実態パネル調査」の職種のうち、「介護士」「保育士」「福祉相談指導専門員」を
「介護・福祉職」と定義している。

10	 もともと介護・福祉職では女性が多いことが影響していると考えられることに留意が必要。
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第２－（３）－23図 介護・福祉職に転職する者の特徴（前職の産業別・職種別）
○　介護・福祉職に転職する者の前職の産業は「医療・福祉」が多く、「製造業」「教育・学習支援」の

割合も比較的高くなっている。前職の産業別の転職者のうち、介護・福祉職に転職した者の割合で
は「教育・学習支援業」の割合が最も高く、「医療・福祉」や「運輸業」が続いている。

○　前職の職種別の割合は、「営業販売職」で低いほかは同程度だが、前職の職種別の転職者のうち、
介護・福祉職に転職した者の割合は「サービス職」で高くなっており、「生産工程・労務関連」が続
いている。
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（３）前職の産業別の転職者に占める

介護・福祉職に転職した者の割合
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（４）前職の職種別の転職者に占める

介護・福祉職に転職した者の割合

資料出所　リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査」の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自
集計

（注）　１）上段は、2017年～2020年の間に、介護・福祉職以外の職種から介護・福祉職に転職した者について集計。
（Ｎ=123）

２）下段は、2017年～2020年の間に転職した者について集計。（Ｎ=8,046）
３）母集団が異なる複数年の調査サンプルを組み合わせて集計しているため、ウェイトバック集計は行ってい

ない。

●介護・福祉職に他分野から転職する者は非正規雇用から非正規雇用での転職をする者が多
く、入職経路としてはハローワーク等が多くなっている
続いて、介護・福祉職に転職する者の雇用形態の変化や入職経路についてもみてみよう。第

２－（３）－24図は、介護・福祉職に転職した者の雇用形態の変化の類型別の割合をみたもので
あるが、非正規雇用から非正規雇用での転職をしている者の割合が最も高くなっている。

第２－（３）－25図は介護・福祉職に転職した者の入職経路別の割合をみたものであるが、入
職経路は「ハローワーク（公共職業安定所）」のほか「家族や知人の紹介」が比較的多くなっ
ている。介護・福祉職へのキャリアチェンジをするに当たり、ハローワークが比較的大きな役
割を果たしていることがうかがえるほか、家族や知人の紹介のような、職業紹介事業を介さな
い縁故での入職も比較的多いことが分かる。
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第２－（３）－24図 介護・福祉職に転職する者の特徴（雇用形態別）
○　介護・福祉職に移動する者は雇用形態別では非正規雇用から非正規雇用に移る者が多い。
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資料出所　リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査」の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計
（注）　１）2017年～2020年の間に、介護・福祉職以外の職種から介護・福祉職に転職した者について、雇用形態無

回答を除いた者を集計。（Ｎ=109）
２）母集団が異なる複数年の調査サンプルを組み合わせて集計しているため、ウェイトバック集計は行っていない。

第２－（３）－25図 介護・福祉職に転職する者の特徴（入職経路別）
○　介護・福祉職への入職経路はハローワークのほか家族や知人の紹介も比較的多くなっている。
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資料出所　リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査」の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計
（注）　１）2017年～2020年の間に、介護・福祉職以外の職種から介護・福祉職に転職した者について集計。（Ｎ=123）

２）母集団が異なる複数年の調査サンプルを組み合わせて集計しているため、ウェイトバック集計は行っていない。
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●介護・福祉職にキャリアチェンジする場合、前職が専門職・技術職の場合や前職とのタスク
距離が遠い場合にワーク・エンゲイジメントは高くなりやすい。タスク距離が遠い場合、特
に就業経験が長い者の方がワーク・エンゲイジメントが高くなりやすい可能性がある
次に、介護・福祉職にキャリアチェンジして、ワーク・エンゲイジメントが高くなりやすい

のはどのような人だろうか。一般に、ワーク・エンゲイジメントを高めることは早期離職を防
止する上で重要と考えられることから、離職率の高い介護・福祉職での人材確保を検討する上
でも重要である。

ワーク・エンゲイジメントに影響を及ぼす要素は様々であると考えられるが、ここでは、介
護・福祉職にキャリアチェンジした者の分析に資する利用可能なデータとして、前職と介護・
福祉職とのタスク距離11に着目して分析を行う。タスク距離に着目したのは、介護・福祉職は、
他者に対するケアを行うといった対人サービスの要素が強いため、例えば、前職が対人ケアな
どの対人サービスの要素が強い職種の場合、介護・福祉職への潜在的な適性があり、ワーク・
エンゲイジメントが高まる可能性があるのではないかと考えられるからである12。

第２－（３）－26図は、介護・福祉職にキャリアチェンジした者について、前職とのタスク距
離別に「近い」「中程度」「遠い」グループに分け、それぞれについて、転職後のワーク・エン
ゲイジメントスコアの分布をみたものである。これによれば、３つのグループの中央値には差
は無いが、平均値は前職と介護・福祉職との距離が中程度の場合に比べ、近い場合と遠い場合
の方が高くなっている。また、タスク距離が近いグループの職種をみると、前職が「専門職・
技術職」の場合にスコアが高い傾向があることが分かる。

介護・福祉職との距離が遠いグループについては、どのような要因がワーク・エンゲイジメ
ントを高めることにつながっているだろうか。入手できるデータの範囲で考えると、就業経験
年数が関係する可能性がある。就業経験年数が長い者は自らの適性を把握しているため、仮に
タスク距離が遠い職種から介護・福祉職に移動しても、ワーク・エンゲイジメントが高くなり
やすいのではないだろうか。

第２－（３）－27図は、介護・福祉職にキャリアチェンジした者について、ワーク・エンゲイ
ジメントスコアを被説明変数として、介護・福祉職と前職とのタスク距離や前職の職種及び就
業経験年数を説明変数として重回帰分析（順序ロジット分析）を行ったものである。これによ
ると、介護・福祉職との距離が遠い場合や、前職が専門職・技術職の場合にワーク・エンゲイ
ジメントスコアが有意に高くなっている。介護・福祉職との距離が近いグループにおいては、
主に医療・福祉分野において専門職として働いていた者において、介護・福祉職に転職した場
合のワーク・エンゲイジメントが高くなりやすくなっているのではないかと考えられる。

一方、介護・福祉職との距離が遠い場合については、就業経験年数との交差項が正で有意と
なっている。したがって、介護・福祉職との距離が遠い者のうち、特に就業経験年数が長い場
合にワーク・エンゲイジメントが高くなりやすい傾向があることが分かる。この理由として
は、特に就業経験が長い者について、自ら把握している適性に応じて介護・福祉職に移動して
いるため、ワーク・エンゲイジメントが高くなりやすい可能性が示唆される。

11　タスク距離の算出方法は第２－（２）－30図～第２－（２）－33図と同様（付注２参照）。
12 なお、ＩＴ職については、O-NETのタスクのスコアでみた場合、介護・福祉職における、他者に

対するケアを行うといった、特有のタスク項目に着目することが難しいため、タスクの距離による分析
は行っていない。
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第２－（３）－26図 介護・福祉職に転職する者のワーク・エンゲイジメント（前職とのタスク距離別）
○　介護・福祉職に他職種から転職した者の前職とのタスク距離別に現職の仕事のエンゲージメント

スコアをみると、中央値には差は無いが、平均値は前職と介護・福祉職との距離が中程度の場合に
比べ、近い場合及び遠い場合の方が高くなっている。

○　職種をみると、介護・福祉職との距離が近いグループでは前職が「専門職・技術職」の場合にス
コアが高い傾向がある。

平均値

中央値

前職が専
門職・技術
職の者が
多い

資料出所　リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査」の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自
集計

（注）　１）2017年～2020年の間に、介護・福祉職以外の職種から介護・福祉職に転職した者について集計。（Ｎ
=94）

２）前職が「家政婦（夫）、ホームヘルパーなど」である者については、前職の産業が「医療、福祉」である
場合は除いている。

３）「現職の仕事のエンゲージメント」は、各年の仕事に関する項目のうち「生き生きと働くことができていた」
という項目に対して「当てはまる」と答えた場合を５、「当てはまらない」と答えた場合を１として１～５
までのスコアで算出。
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第２－（３）－27図 介護・福祉職に転職する者のワーク・エンゲイジメントについての回帰分析
○　介護・福祉職に転職した者のエンゲージメントスコアについて就業経験年数との交差項を含めた

回帰分析（順序ロジット分析）を行ったところ、介護・福祉職との距離が遠い場合や前職が専門職・
技術職の場合、有意にエンゲージメントスコアが高くなっている。

○　介護・福祉職との距離が遠い場合、経験年数との交差項が正で有意となっている。したがって、
介護・福祉職との距離が遠い者については、就業経験年数が長い場合にエンゲージメントが高くな
りやすい傾向がある。

資料出所　リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査」の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自
集計

（注）　１）2017年～2020年の間に、介護・福祉職以外の職種から介護・福祉職に転職した者について集計。（Ｎ
=94）

２）前職が「家政婦（夫）、ホームヘルパーなど」である者については、前職の産業が「医療、福祉」である
場合は除いている。

３）「現職の仕事のエンゲージメント」は、各年の仕事に関する項目のうち「生き生きと働くことができていた」
という項目に対して「当てはまる」と答えた場合を５、「当てはまらない」と答えた場合を１として１～５
までのスコアで算出。

４）経験年数は多重共線性を避けるため中心化処理を行っている。
５）図中の数値は説明変数の係数、直線の横幅は係数の95％信頼区間を示す。赤線（実線）は5％水準で統計

的に有意であり、灰色線（破線）は5％水準で有意でないことを示す。
６）***は有意水準0.1％未満、**は有意水準1％未満、*は有意水準5％未満を示す。
７）詳細な回帰分析の結果は厚生労働省ＨＰを参照。
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●ＩＴ職に他分野から転職する者は男性が多く、就業経験年数は比較的幅広い。前職の産業は
「情報通信業」や「製造業」が多く、職種では「専門職・技術職」や「事務系職種」が多い
次に、ＩＴ職にキャリアチェンジする者の特徴についてもみていこう。第２－（３）－28図に
より、他職種からＩＴ職にキャリアチェンジした者の男女別・就業経験年数別の割合をみる
と、他職種からＩＴ職に転職する者は男性が多くなっている。また、経験年数は幅広く分布し
ているものの、介護・福祉職と比較すると、経験年数10年未満の者の割合がやや高く、20年
以上の者の割合はやや低くなっている。

第２－（３）－28図 ＩＴ職に転職する者の特徴（男女別・経験年数別）
○　他職種からＩＴ職に転職する者は男性が多い。就業経験年数は幅広く分布している。

男性

Ｎ

％

女性

Ｎ＝

％

（１）男女別

年未満

Ｎ＝

％

年以上

年未満

Ｎ＝

％

年以上

年未満

Ｎ＝

％

年以上

Ｎ＝

％

無回答

Ｎ＝

％

（２）経験年数別

資料出所　リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査」の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自
集計

（注）　１）2017年～2020年の間に、ＩＴ職以外の職種からＩＴ職に転職した者について集計。（Ｎ=100）
２）母集団が異なる複数年の調査サンプルを組み合わせて集計しているため、ウェイトバック集計は行ってい
ない。

第２－（３）－29図により、ＩＴ職にキャリアチェンジする者の前職の産業別・職種別の割合
をみると、前職の産業は「情報通信業」のほか、「製造業」の割合がやや高く（同図（１））、
同図（３）により前職の産業別の転職者に占めるＩＴ職への転職者の割合をみても、「情報通
信業」が高くなっている。職種別の状況をみると、同図（２）により前職の職種別にみた転職
者の割合では「専門職・技術職」のほか「事務系職種」も比較的多くなっている一方、同図
（４）により前職の職種別の転職者に占めるＩＴ職への転職者の割合をみると、「専門職・技術
職」でやや高いほか、「サービス職」で低くなっていることが分かる。
これらのことから、介護·福祉職と異なり、ＩＴ職にキャリアチェンジする者については、
男性が多く、就業経験年数はやや短い者の割合が高くなっている。また、前職の分野として
は、産業では「情報通信業」、職種では「専門職・技術職」が多く、前職でもＩＴ分野で働い
ていた者や、専門的な技術職として働いていた者が比較的多い傾向があることがうかがえる。
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第２－（３）－29図 ＩＴ職に転職する者の特徴（前職の産業別・職種別）
○　他職種からＩＴ職に転職する者は、前職の産業は「情報通信業」のほか「製造業」の割合がやや
高く、前職の産業別の転職者に占めるＩＴ職への転職者の割合をみても「情報通信業」が高くなっ
ている。
○　職種別の状況をみると、前職の職種別にみた割合では「専門職・技術職」のほか「事務系職種」
も比較的多くなっている一方、前職の職種別の転職者に占めるＩＴ職への転職者の割合は、「専門
職・技術職」でやや高いほか、「サービス職」で低くなっている。
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（％） （３）前職の産業別にみたＩＴ職への転職者の割合
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（％） （ ）前職の職種別にみたＩＴ職への転職者の割合

資料出所　リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査」の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自
集計

（注）　１）上段は、2017年～2020年の間に、ＩＴ職以外の職種からＩＴ職に転職した者について集計。（Ｎ=100）
２）下段は、2017年～2020年の間に転職した者について集計。（Ｎ=8,046）
３）母集団が異なる複数年の調査サンプルを組み合わせて集計しているため、ウェイトバック集計は行ってい
ない。

●ＩＴ職に他分野から転職する者は、正規雇用から正規雇用や非正規雇用から非正規雇用での
転職をする者が多く、入職経路としてはインターネットの転職情報サイト等が多くなっている
ＩＴ職に移動する者の雇用形態の変化や入職経路の状況をみてみる。第２－（３）－30図によ
り、ＩＴ職にキャリアチェンジする者の雇用形態の変化別の割合をみると、正規雇用から正規
雇用での転職をした者の割合が最も高く、続いて非正規雇用から非正規雇用での転職をした者
の割合も高くなっている。介護・福祉職では非正規雇用から非正規雇用への転職が最も多く
なっていたこととは異なっている。また、第２－（３）－31図により、入職経路別の割合をみる
と、ＩＴ職に転職する者は「インターネットの転職情報サイト」が多くなっている。介護・福
祉職ではハローワークや家族・知人を介した転職が多くなっていたが、ＩＴ職にキャリアチェ
ンジする者は民間の転職情報サイトを活用して転職をする者が多いことが特徴的である。
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第２－（３）－30図 ＩＴ職に転職する者の特徴（雇用形態別）
○　ＩＴ職にキャリアチェンジする者の雇用形態の変化別の割合をみると、正規雇用から正規雇用で

の転職をした者の割合が最も高く、続いて非正規雇用から非正規雇用での転職をした者の割合も高
くなっている。
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資料出所　リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査」の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計
（注）　１）2017年～2020年の間に、ＩＴ職以外の職種からＩＴ職に転職した者について、雇用形態無回答を除いた

者を集計。（Ｎ=78）
２）母集団が異なる複数年の調査サンプルを組み合わせて集計しているため、ウェイトバック集計は行ってい

ない。

第２－（３）－31図 ＩＴ職に転職する者の特徴（入職経路別）
○　ＩＴ職に転職する者は「インターネットの転職情報サイト」での転職が多い。
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資料出所　リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査」の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計
（注）　１）2017年～2020年の間に、ＩＴ職以外の職種からＩＴ職に転職した者について集計。（Ｎ=100）

２）母集団が異なる複数年の調査サンプルを組み合わせて集計しているため、ウェイトバック集計は行ってい
ない。
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コラム２–４ 産業界におけるＤＸの進展とＩＴ人材需給の動向について

第２－（１）－７図でもみたように、企業におけるＤＸの推進等を背景として、ＩＴ人材の
供給は2030年までに最大80万人程度不足すると推計されている。他方で、ＩＴ人材といっ
ても、その業務の領域やレベルによって必要なスキルや需給の状況は異なっている。

以下では、（独）情報処理推進機構（以下「ＩＰＡ」という。）の「ＤＸ白書2021」及び
ＩＰＡが実施したＩＴ企業やユーザー企業を対象としたＩＴ人材の動向に関する調査 13を
用いて、産業界におけるＤＸの進展の状況及びＩＴ人材に求められるスキルや人材類型別
の需給動向等について概観する。

１　産業界におけるＤＸの進展と求められるＩＴ人材
（１）産業界におけるＩＴ業務増減の見通しとＤＸの取組状況

まず、ＤＸの進展の中で、産業界における具体的なＩＴ業務の増加の見通しについて、
事業会社におけるＩＴ部門、事業部門それぞれの状況をみてみよう。コラム２－４－①図に
より、事業会社のＩＴ部門におけるＩＴ業務増減の見通しをみると、2020年度調査では、

「データ分析などの高度化による情報活用」を除く全ての業務で「増加」する見通しである
と回答する割合が2019年度調査より高くなっている。「全社ＩＴの企画」「情報セキュリ
ティリスク管理」における「増加」の割合が特に高く、５割前後となっている。

一方、コラム２－４－②図により、事業会社の事業部門等におけるＩＴ業務増減の見通し
をみると、2020年度調査ではＩＴ部門と同様、ほぼ全ての業務で2019年度調査より「増
加」の割合が高くなっているが、特に「新事業（業務）の実施」「社内業務プロセス設計」
においてはそれぞれ10.1％ポイント、８％ポイント高くなっており、比較的大きく「増加」
の割合が高まっている。事業部門においてはＩＴを活用した新規事業の立ち上げや業務効
率化の動きが活発になっていることがうかがえる。

13　

13 本調査はＩＰＡにより毎年実施されているもので、事業会社（有効回答数：2017年度974、2018
年度967、2019年度821、2020年度878）及びＩＴ企業（有効回答数：2017年度1,319、2018年度
1,206、2019年度996、2020年度979）を対象とした、ＩＴ人材の現状やＩＴの活用動向等に関する
調査である。

209

第
３
章

第３章　主体的な転職やキャリアチェンジの促進において重要な要因



【コラム２－４－①図　事業会社のＩＴ部門におけるＩＴ業務増減の見通しの推移】
○　2020年度調査では、「データ分析などの高度化による情報活用」を除く全ての業務で「増加」す
る見通しであると回答する割合が2019年度調査より高くなっている。特に、「全社ＩＴの企画」「情
報セキュリティリスク管理」における「増加」の割合が高く、５割前後となっている。

データ分析などの高度化による情報活用

社外向けウェブシステム基盤構築・運用

社外向けウェブシステム開発・運用
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社内システム運用管理

社内ＩＴ基盤構築・運用

社内システム開発・導入・保守

全社ＩＴの企画

社内業務プロセス設計

新事業（業務）の実施

年度調査（ ）

（％）

増加

変化なし 減少

無回答

データ分析などの高度化による情報活用

社外向けウェブシステム基盤構築・運用

社外向けウェブシステム開発・運用

情報セキュリティリスク管理

社内システム運用管理

社内ＩＴ基盤構築・運用

社内システム開発・導入・保守

全社ＩＴの企画

社内業務プロセス設計

新事業（業務）の実施

年度調査（ ）

（％）

増加 無回答

変化なし 減少

資料出所　（独）情報処理推進機構「ＤＸ白書2021」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　2019年度調査の項目「新事業（業務）の実施」は「その他（新事業（業務）の実施）など」を置き換えている。

【コラム２－４－②図　事業会社の事業部門等におけるＩＴ業務増減の見通しの推移】
○　2020年度調査では、ほぼ全ての業務で2019年度調査より「増加」の割合が高くなっているが、
特に「新事業（業務）の実施」「社内業務プロセス設計」の割合が高まっている。

データ分析など高度化による情報活用

社外向けウェブシステム基盤構築・運用

社外向けウェブシステム開発・運用

情報セキュリティリスク管理

社内システム運用管理

社内ＩＴ基盤構築・運用

社内システム開発・導入・保守

全社ＩＴの企画

社内業務プロセス設計

新事業（業務）の実施

年度調査（ ）

（％）

増加

変化なし 減少

無回答

データ分析など高度化による情報活用

社外向けウェブシステム基盤構築・運用

社外向けウェブシステム開発・運用

情報セキュリティリスク管理

社内システム運用管理

社内ＩＴ基盤構築・運用

社内システム開発・導入・保守

全社ＩＴの企画

社内業務プロセス設計

新事業（業務）の実施

年度調査（ ）

（％）

増加

変化なし 減少

無回答

資料出所　（独）情報処理推進機構「ＤＸ白書2021」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　2019年度調査の項目「新事業（業務）の実施」は「その他（新事業（業務）の実施）など」を置き換えている。
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次に、我が国の企業における事業領域ごとのＤＸへの取組状況について、米国企業との
比較をしてみてみる。コラム２－４－③図によれば、「すでに取組んでいる」「実証実験（Ｐｏ
Ｃ）中である」を合わせた実際に何らかの取組を始めている企業の割合が、米国企業にお
いては事業領域によらず５～６割となっている一方、日本企業においてはいずれの事業領
域でも３割未満にとどまっていることが分かる。「すでに取り組んでいる」割合が最も高い
事業領域は日米ともに「製品・サービスへの適用」で、日本企業は19.3％、米国企業は
49.3％となっている。一方、日本企業においては、「サプライチェーン」「人事、人材採用な
ど」において取組を始めている割合が２割未満と低く、米国企業との差も大きくなってい
る。

また、コラム２－４－④図により、ＤＸの取組内容ごとの成果をみると、「すでに十分な成
果が出ている」割合はいずれの取組内容でも、日本企業は米国企業より20％ポイント以上
低くなっている。特に、「アナログ・物理データのデジタル化」においては、日米ともに

「すでに十分な成果が出ている」割合が最も高いが、日本企業は17％なのに対して、米国企
業は56.7％と大きな差がついている。さらに、日本企業においては、「顧客起点の価値創出
によるビジネスモデルの根本的な変革」「企業文化や組織マインドの根本的な変革」といっ
た、ＩＴによるビジネスの変革やＩＴリテラシーに関わる領域の課題について取組が遅れ
ていることもうかがえる。

【コラム２－４－③図　ＤＸへの取組を実施している事業領域と取組状況】
○　「すでに取組んでいる」「実証実験（ＰｏＣ）中である」を合わせた実際に何らかの取組を始めてい

る企業の割合が、米国企業においては事業領域によらず５～６割となっている一方、日本企業にお
いてはいずれの事業領域でも３割未満にとどまっている。

○　日本企業においては、「サプライチェーン」「人事、人材採用など」において取組を始めている割合
が２割未満と低く、米国企業との差も大きくなっている。

米国日本米国日本米国日本米国日本米国日本米国日本米国日本米国日本

人事、人材採用などセキュリティ、リスクサプライチェーン経営の意思決定、

財務分析

顧客接点生産・製造マーケティング製品・サービスへの

適用

すでに取組んでいる 実証実験（ＰｏＣ）中である 検討中である 今後検討する予定がある 今後も取組む予定はない

（％）

資料出所　（独）情報処理推進機構「ＤＸ白書2021」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）有効回答数は日本企業が「生産・製造」「経営の意思決定、財務分析」「セキュリティ、リスク」では532、

そのほかの事業領域では533、米国企業が369である。
２）「その他」は非掲載。
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【コラム２－４－④図　ＤＸの取組内容と成果】
○　「すでに十分な成果が出ている」割合はいずれの取組内容でも、日本企業は米国企業より20％ポイ

ント以上低くなっている。
○　日本企業においては、「顧客起点の価値創出によるビジネスモデルの根本的な変革」「企業文化や組

織マインドの根本的な変革」といった、ＩＴによるビジネスの変革やＩＴリテラシーに関わる領域
の課題について取組が遅れていることもうかがえる。

米国日本米国日本米国日本米国日本米国日本米国日本米国日本

企業文化や組織マインド

の根本的な変革

顧客起点の価値創出に

よるビジネスモデルの

根本的な変革

組織横断／全体の業務・

製造プロセスの

デジタル化

新規製品・サービスの

創出

既存製品・サービスの

高付加価値化

業務の効率化による

生産性の向上

アナログ・物理データの

デジタル化

すでに十分な成果が出ている すでにある程度の成果が出ている 今後の成果が見込まれている まだ見通しはわからない 取組んでいない

（％）

資料出所　（独）情報処理推進機構「ＤＸ白書2021」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）有効回答数は、日本企業が「アナログ・物理データのデジタル化」では147、「既存製品・サービスの高

付加価値化」では145、そのほかの事業領域では146、米国企業が263である。
２）集計対象はＤＸ取組の成果において「成果が出ている」と回答した企業。

（２）企業において求めるＩＴ人材の人材像
上記のようなＩＴ業務やＤＸ化の取組の動向を踏まえ、企業において求められるＩＴ人

材の人材像についてみてみよう。コラム２－４－⑤表は「デジタル事業に対応する人材」と
してＩＰＡが分類しているものである。この分類に基づき、コラム２－４－⑥図により、事
業会社及びＩＴ企業のそれぞれにおいて最も重要と考え育成したいと答えたＩＴ人材の割
合をみると、企業区分によらず「プロダクトマネージャー」の割合が最も高くなっている。
そのほかの人材については、ＩＴ企業においては「先端技術エンジニア」「エンジニア／プ
ログラマー」といったＩＴエンジニアの割合が比較的高いのに対し、事業会社においては

「ビジネスデザイナー」「データサイエンティスト」といった人材の割合がＩＴ企業よりも高
くなっており、事業会社においてはＩＴをビジネスに応用する人材のニーズが相対的に高
いことがうかがえる。
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【コラム２－４－⑤表　デジタル事業に対応する人材】

職種（人材名） 説明

プロダクトマネージャー デジタル事業の実現を主導するリーダー格の人材

ビジネスデザイナー デジタル事業（マーケティング含む）の企画・立案・推進等を担う人材

テックリード（エンジニアリングマ
ネージャー、アーキテクト）

デジタル事業に関するシステムの設計から実装ができる人材

データサイエンティスト 事業・業務に精通したデータ解析・分析ができる人材

先端技術エンジニア 機械学習、ブロックチェーンなどの先進的なデジタル技術を担う人材

ＵＩ／ＵＸデザイナー デジタル事業に関するシステムのユーザー向けデザインを担当する人材

エンジニア／プログラマー
デジタル事業に関するシステムの実装やインフラ構築、保守・運用、セキュリ
ティ等を担う人材

資料出所　（独）情報処理推進機構「ＤＸ白書2021」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　デジタル事業とは、ＥＣ（電子商取引）やＡＩ（人工知能）やＩｏＴ（モノのインターネット）、ビックデー

タ（様々な種類や形式のデータを含む巨大なデータ群）をはじめとするデジタル技術を活用した事業のことを
いう。

【コラム２－４－⑥図　最も重要と考え育成していきたいＩＴ人材】
○　企業区分によらず「プロダクトマネージャー」の割合が最も高くなっている。
○　ＩＴ企業においては「先端技術エンジニア」「エンジニア／プログラマー」といったＩＴエンジニ

アの割合が比較的高いのに対し、事業会社においては「ビジネスデザイナー」「データサイエンティ
スト」といった人材の割合がＩＴ企業よりも高くなっており、事業会社においてはＩＴをビジネス
に応用する人材のニーズが相対的に高いことがうかがえる。

　

ＩＴ企業 ）

事業会社（

全体（ ＝ ）

（％）

プロダクトマネージャー

ビジネスデザイナー

テックリード（エンジニアリングマ

ネージャー、アーキテクト）

データサイエンティスト

先端技術エンジニア

その他

ＵＩ／ＵＸ デザイナー

エンジニア／プログラマー

資料出所　（独）情報処理推進機構「デジタル時代のスキル変革等に関する調査：企業調査データ編」（2021年）をもとに
厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
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２　ＩＴ人材の需給動向
（１）ＩＴ職種の分類と現在の人材推計結果

ＩＴ人材の需給動向についてみていく。まず、現状の職種別の推計をみてみよう。
コラム２－４－⑦表は、ＩＰＡがＩＴ職種を11種類に分類しているものである。この分類

に基づき、コラム２－４－⑧図により、事業会社、ＩＴ企業それぞれに在籍するＩＴ人材の
職種・レベル別推計をみると、まず、ＩＴ企業に在籍するＩＴ人材の合計数は事業会社の
約３倍となっており、現状我が国ではＩＴ人材はＩＴ企業により多く在籍していることが
分かる。職種別の内訳は、事業会社とＩＴ企業でそれほど大きな違いは無いが、事業会社
では「プログラマー」の割合が最も高いのに対し、ＩＴ企業においては「エンベデッドシ
ステム技術者・担当者」「アプリケーション技術者・担当者」の割合が事業会社よりもやや
高くなっている。

【コラム２－４－⑦表　ＩＴ職種の分類】

職種（人材名） 説明

ＩＴストラテジスト ＩＴ戦略策定、ＩＴ企画を導くＣＩＯやＣＴＯ、ＩＴコンサルタントなど

システムアーキテクト システム開発の上流工程を主導し、業務ニーズに適したデザインを設計するエンジニア

プロジェクトマネージャー プロジェクト全体の意思決定、管理、統制を担う人材

ＩＴサービスマネージャー 顧客ニーズを踏まえ、安全性と信頼性の高いＩＴサービスを提供する人材

ネットワーク技術者・担当者 ネットワークシステムの企画・要件定義・設計・構築・運用・保守を担う人材

データベース技術者・担当者 データ資源及びデータベースの企画・要件定義・開発・運用・保守を担う人材

エンベデッドシステム技術者・担当者
ＩｏＴを含む組込みシステムに関するハードウェアとソフトウェアの要求仕様に基づき、開発・実装・テス
トを担う人材

情報セキュリティ技術者・担当者
情報システムの企画・設計・開発・運用におけるセキュリティ確保、対策の適用、セキュリティインシデン
ト管理を担う人材

アプリケーション技術者・担当者 基本戦略立案又はＩＴソリューション・製品・サービスを実現する業務を担う人材

プログラマー システムの実装、保守・運用を担う人材

システム監査 専門的な立場で、情報システムや組込みシステムの監査を担う人材

資料出所　（独）情報処理推進機構「デジタル時代のスキル変革等に関する調査：企業調査データ編」（2021年）をもとに
厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
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【コラム２－４－⑧図　事業会社、ＩＴ企業におけるＩＴ人材の職種・レベル別推計結果】
○　ＩＴ企業に在籍するＩＴ人材の合計数は事業会社の約３倍となっている。
○　事業会社では「プログラマー」の割合が最も高いのに対し、ＩＴ企業においては「エンベデッド

システム技術者・担当者」「アプリケーション技術者・担当者」の割合が事業会社よりもやや高くなっ
ている。

ＩＴ人材の割
合（％）

社内・業界を
リードする
人材

指導者・リー
ダー

自律して業
務を遂行で
きる人材

指導や補助
が必要な
人材

合計

ＩＴストラテジスト

システムアーキテクト

プロジェクトマネージャー

ＩＴサービスマネージャー

ネットワーク技術者・担当者

データベース技術者・担当者

エンベデットシステム技術者・担当者

情報セキュリティ技術者・担当者

アプリケーション技術者・担当者

プログラマー

システム監査

その他

事業会社に在籍するＩＴ人材の合計数

ＩＴ人材の割
合（％）

社内・業界を
リードする
人材

指導者・リー
ダー

自律して業
務を遂行で
きる人材

指導や補助
が必要な
人材

合計

ＩＴストラテジスト

システムアーキテクト

プロジェクトマネージャー

ＩＴサービスマネージャー

ネットワーク技術者・担当者

データベース技術者・担当者

エンベデットシステム技術者・担当者

情報セキュリティ技術者・担当者

アプリケーション技術者・担当者

プログラマー

システム監査

その他

ＩＴ企業に在籍するＩＴ人材の合計数

事業会社のＩＴ人材の職種・レベル別推計結果

ＩＴ企業のＩＴ人材の職種・レベル別推計結果

資料出所　（独）情報処理推進機構「ＤＸ白書2021」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　推計ＩＴ人材数（人）の合計は百の単位を切り捨て表示しており、小数点以下を四捨五入しているため、合計

が一致しないことがあり、留意が必要。

（２）企業におけるＩＴ人材の過不足の状況
企業におけるＩＴ人材の過不足の状況についてもみてみよう。コラム２－４－⑨図により、

事業会社におけるＩＴ人材の過不足の状況を「質」「量」の面から、「大幅に不足している」
と感じる企業の割合をみると、「量」においては2017年度調査の結果から、「質」において
は2018年度調査の結果から上昇し続けており、2020年度調査では約４割となっている。
2020年度調査では、従来のＩＴ人材に加えて、ＩＴを活用して事業創造や製品・サービス
の付加価値向上、業務のＱＣＤ（品質、費用、納期）向上等を行う人材も対象に含めて調
査を行っているが、その結果、人材の「量」について「大幅に不足している」と感じる企
業の割合の上昇幅がやや大きくなっている。
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一方、コラム２－４－⑩図により、ＩＴ企業におけるＩＴ人材の過不足の状況をみると、
「量」「質」ともに、2019年度調査の結果から「大幅に不足している」割合が低下に転じて
おり、2020年度調査では２割前後になっている。ＩＴ人材の過不足の状況については、近
年、主に事業会社で量・質ともに不足感が強く、特にＩＴを活用して事業における付加価
値の創造につなげることができる人材の量的な不足感が強くなっていることがうかがえる。

【コラム２－４－⑨図　事業会社におけるＩＴ人材の過不足の状況】
○　「大幅に不足している」と感じる企業の割合は「量」においては2017年度調査の結果から、「質」

においては2018年度調査の結果から上昇し続けており、2020年度調査では約４割となっている。
○　2020年度調査では、従来のＩＴ人材に加えて、ＩＴを活用して事業創造や製品・サービスの付加

価値向上、業務のＱＣＤ（品質、費用、納期）向上等を行う人材も対象に含めて調査を行っている
が、その結果人材の「量」について「大幅に不足している」と感じる企業の割合の上昇幅がやや大
きくなっている。

年度調査（ｎ ）

年度調査（ｎ ）

年度調査（ｎ ）

年度調査（ｎ ）

年度調査（ｎ ）

「量」に対する過不足感

（％）

大幅に不足し

ている

やや不足

している

特に過不足

はない

やや過剰である（削減や

職種転換等が必要）

分からない

無回答

年度調査（ｎ ）

年度調査（ｎ ）

年度調査（ｎ ）

年度調査（ｎ ）

年度調査（ｎ ）

「質」に対する過不足感

（％）

大幅に不足

している

やや不足

している

特に過不足

はない

分からない

無回答

資料出所　（独）情報処理推進機構「ＤＸ白書2021」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　2020年度調査では、従来のＩＴ人材（ＩＴ企業や事業会社の情報システム部門等に所属する人）に加えて、

ＩＴを活用して事業創造や製品・サービスの付加価値向上、業務のＱＣＤ（品質、費用、納期）等を行う人も
含む。

【コラム２－４－⑩図　ＩＴ企業におけるＩＴ人材の過不足の状況】
○　「量」「質」ともに、2019年度調査の結果から「大幅に不足している」割合が低下に転じており、

2020年度調査では２割前後になっている。

年度調査（ｎ ）

年度調査（ｎ ）

年度調査（ｎ ）

年度調査（ｎ ）

年度調査（ｎ ）

（％）

「質」に対する過不足感

大幅に不足

している

やや不足

している

特に過不足

はない

分からない

無回答

年度調査（ｎ ）

年度調査（ｎ ）

年度調査（ｎ ）

年度調査（ｎ ）

年度調査（ｎ ）

（％）

「量」に対する過不足感
大幅に不足

している

やや不足

している
やや過剰である（削減

や職種転換等が必要）

分からない

無回答

特に過不足

はない

資料出所　（独）情報処理推進機構「ＤＸ白書2021」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　2020年度調査では、従来のＩＴ人材（ＩＴ企業や事業会社の情報システム部門等に所属する人）に加えて、

ＩＴを活用して事業創造や製品・サービスの付加価値向上、業務のＱＣＤ（品質、費用、納期）等を行う人も
含む。
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